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職務動機づけにおける認知理論

の評価と位置づけ

下崎千代子

1. 序

職務動機づけを認知的アプローチから説明しようとする傾向が，現在の職務動機づけ論の主

流である。これらの理論は心理学で展開されてきた認知理論を基礎として，それを職場の動機

づけに適応したものである。そして認知的職務動機づけ理論が提示されると，それの検証が多

くの研究者によってなされ，こうした理論の是非を評価し続けているのが現状である。

現実の行動を説明するには，行動が生起する前の認知的プロセスを解明することが必要とな

る。欲求から行動を説明しようとすると，大雑把な行動は説明しえても，具体的行動を説明す

るには無理がある。強化理論から行動を説明しようとすると，人間の複雑な意思決定過程が捨

象されているために，やはり完全な人間行動の説明には無理がある。ゆえに，こうした欠陥を

補ない，具体的行動を説明しようとするのが認知的な行動の記述である。

しかしながら人間の認知過程は大変複雑なものであり，このプロセスの全容を説明してい

る理論はほとんどない。以下では職務動機づけ論での認知的アプローチで代表的な期待理論と

公平理論とを紹介し，これらの理論の意義と限界とについて述べ，最後にトータルな職務行動

の認知的説明はどのようにして可能となるのかについてまとめてみる。

2. 期待理論の展開

2-1 ブルームの期待理論

(1) 期待理論の内容

ブルームは彼の期待理論を展開するにあたって，職務満足に影響する要因及び職務の効率的

遂行のモチベーションに影響する要因について詳細な分析を加えている。そして，これらの要

因は「状況変数あるいはパーソナリティ変数のいず、れか一方だけを使った説明には有用性に限

界がある J (Vroom, V. H. 1964 邦訳 p299) と述べているO すなわち，従来の理論がモチベ

ーションを特定の要因の関数として捉えていたのに対して，ブ、ルームは複数の要因が個人のモ

チベーションに影響するとしたわけである。そして，彼は誘意、性と期待といった認知的な二つ

円
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の要因を個人のモチベーションを決定づける要因として抽出した。

二つの要因を簡単に説明するならば，誘意、性 (Valence) とはある行動の結果に対する主観

的魅力度であるし，期待 (Expectancy) とはある行動がある結果を生じさせる主観的確率を

意味している。以下では，これらの概念をより詳しくみていくことによって，ブ、ルームのモチ

ベーションモデルを説明していこう。

まず、は誘意性の概念についてである。誘意、性とはある結果に対する主観的魅力度と述べたよ

うに，彼はこれを「特定の結果への情動志向をさすものJ (Vroom , 1964，邦訳 p16) と定義

している。そしてこれは「正から負までの広範囲の値をとりうるJ (V room , 1964，邦訳 p16)

とされている。すなわち，ある結果を欲する時はその結果は正の誘意性を有しており，逆にあ

る結果を欲しない時はその結果は負の誘意性を有することになる。さらに，その結果を欲する

か否かに無関心である時は誘意性はゼロとなる。

しかし，ブルームのし、う誘意性とは結果に対する主観的満足度といった尺度で決められるの

ではなく， Iそういった結果がもたらすと期待される他の結果と結ひ、ついている満足または不

満足の予測に基づいている J (Vroom , 1964，邦訳 p16) と述べているように， ある結果の誘

意性はその結果がさらに生じさせる第二次結果の魅力によって決定されると定義づけている。

このことをブソレームは命題 1 で示している。

命題 1 ある人にとってのある(一次的〕結果の誘意性は，他のすべての(二次的〉結果の誘意性と，

こう L、った他のすべての(二次的〉結果の獲得に対するその(一次的〉結果の手段性について
(注)

の彼の認識の積の代数和の単調増加関数である (Vroom， 1964，邦訳 p18)。

これを方程式で、表わすと以下のとおりである。

Vj= /j [:E (Vkljk)] (j=l……n) 

//>0; iljj=O 

Vj =結果 j の誘意性

Ijk =結果 h の獲得に対する結果 j の認、知された手段性 (-1 豆Ijk 三二 1)

(Vroom , 1964，邦訳 p18)

このように，ある一次的結果に対する誘意性は，二次的結果の誘意性 (Vk) と一次的結果が

二次的結果を生じさせる確率である手段性 (ljk) とで決められるわけである。しかしながら，

この命題がブルームの期待理論を理解し難いものにしているわけで，第一次結果と第二次結果

の相違は何か，第二次結果の誘意性は何で決まるかなど多くの問題点を残すことになる。

ある結果の誘意、性のみである行動選択肢が選択されるわけではなし、。もうひとつの重要な要

因は「特定の行為が特定の結果を伴う確率J (V room , 1964，邦訳 p19) であるところの「期

待」である。この期待は，ある行為が必ずその一次的結果を生じさせるであろうところの値 1

から，ある行為が決してその一次的結果を生じさせないで、あろうところの値 0 までの値をとる。

(注〉 括弧内の用語は筆者が加筆したものである。
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そして，命題 1 で述べた誘意価とこの期待との積の合計により，ある行為を他の行為よりも選

択するかどうかが決められるわけで、ある。このことは命題 2 で表わされている。

命題 2 人がある行為を遂行するよう彼に作用する力は，すべての(一次的〉結果の誘意性と，その行

為がこういったすべての(一次的〉結果の獲得をもたらすとの彼の期待の強度の積の代数和の単

調増加関数である。 (Vroom， 1964，邦訳 p20)

これを方程式で表わすと以下のとおりである。

Fi= Ij [IJ (EijVj)] (i =n+1…… m) 

l'i>O; i nj=妙 。は空集合

ここで Fi=行為 t を遂行するよう作用する力

Eij=行為 i が結果 j をもたらすとの期待の強度 (0::三Eij豆 1)

Vj=結果 j の誘意J性 (V room, 1964，邦訳， p20) 

誘意性・期待といった概念が人間行動の選択に影響を与える重要な概念としている点がブル

ーム理論の第一の特徴であるが，第二の特徴はどの行動を選択するかの基準として主観的合理

性をとっている点にある。すなわち，誘意性と期待との積である力 (Fj) が最大となる行動選

択肢を人々は選択するという行動選択モデ、ルを採用しているということを意味している。そこ

で、は，可能な全ての選択肢について，それらの結果の誘意性及び期待を推定すると考えられて

いるわけであるが，現実には認知限界・満足基準といった問題があり，主観的合理性モテ、ルに

対しては疑問点が投げらかけられている。

(2) ブルーム理論の意義と問題点

以上のように，期待理論をそチベーション論として促えるならば，誘意性と期待の概念を中

心として展開されており，主観的合理性に基づいて行動が選択されるとしている。こうした概

念及び行動選択は密接に人聞の認知概念と結びついているものである。すなわち，誘意性・期

待などは全て人間の中枢神経内において存在し処理されているものなのである。

このように，プルーム理論の第一の意義は職務動機づけ論の分野に対して認知的アプローチ

を導入したという点において重要な意味をもっている。筆者が示してきた人間モデ、ル(図 1 を

参照〉で、わかるように，人間の行動は欲求によって直接的に引き起こされるものではない。我

々は内的・外的のいろいろな要因に影響されながら，中枢神経内において，ある行為のイメー

ジあるいは目標を念頭におく。そして，その目標あるいはイメージに従って行動を生じさせる

わけである。故に，ある個人がなぜある行動を遂行したのかを説明するためには，こうした行・

動イメージを形成する認知的プロセスの分析が必要となる。そして，この認知的プロセスにつ

いての一試案を提供したのがブルームの期待理論なのである。故に，従来の欲求系アプローチ

が主流であった職務動機づけ論に対しては，ブルームの期待理論は画期的なことであった。

第二にブルーム理論はモチベーション論に対して新たな認知的アプローチを導入したととも

に，従来のそチベーション論を統合したものとしても位置づけることができる。ブルーム理論
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では誘意価と期待というこつの要因を抽出してきたが，これらは人間の欲求及び学習から導び

かれた要因として説明することができる。誘意価とは，ある事象の情動傾向である。ブ、ルーム

は誘意価はどのようにして形成されるかという点についてはあまり論じていないが，三つの形

成プロセスが考えられる。第一は欲求の充足状況，第二は様々な事象の学習に伴なうレスポン

テント条件づけ，第三には社会的学習による情動形成といったプロセスによって誘意価は決定

されると考えられる。

つぎに，期待を形成するのは，その個人の現在及び過去の学習と社会的学習である。

ゆえに，ブ、ルームの期待理論は誘意、価・期待といった概念、によって，従来展開されてきた欲

求系及び行動系アプローチを媒介しているわけで、，期待理論をそうした観点から促えるならば，

これまでのモチベーション論を統合した理論であると言うことができる。

こうしてブルーム理論は従来のアプローチとは異なる新たな視点、を職務動機づけ論に導入し

たわけであるが，彼の理論は多くの問題点を掲げている。その第ーは誘意価や期待をどのよう

に測定するのかということである。ブ、ルームは測定の方法について彼の著書の中で述べている

が，こうした心理的主観的尺度を客観的に測定することは容易なことではなし、。測定方法が異

なれば，当然こうした値は異なってくるわけで、，それから導かれる結果はそれによって異なっ

てしまう。ゆえに，どの測定方法が望ましし、かといったことが常に問題として残ってくる。

第二の問題点は誘意価や期待がどのように形成されるのかということについて，何も述べら
〔注〉

れていない点である。この点が明確にならなければ， í従業員をし、かに動機づけるか」といっ

た問いに対して答えが得られなし、。この結果，期待理論は動機づけについての説明はで、きるが，

実践へ応用で、きないといった問題が生じる。

第三の問題点は命題 1 ・ 2 に関するものである。命題の中で最も不明瞭とされるのは第一次

結果と第二次結果の関係である。ブルームは手段性(Instrumentality) ということで述べて

いるが，第一次結果の誘意性は第二次結果の誘意性と第一次結果が第二次結果を導びく手段性

との積の合計によって決定づけられるとすることによって，ブルームの期待理論は不明瞭性を

増すことになった。まずは，第一次結果と第二次結果とは質的な相違があるかという点である。

つぎは，第二次結果はさらには第三次結果さらには結果の連鎖を持たないのかという疑問であ

る。人間の行動は連鎖的な特徴をもっている。そうした関係を考えるならば，第二次結果のみ

を考慮するというのは中途半端な説明となってしまう。最後には，我々は結果をどの大きさま

で考慮しえるかといった問題で、ある。人間は同時に 7 チャンクまで記憶することができるとい

う認知限界についての研究があるが，そうした点を考えるならば，人聞がある決定をする際に

考慮しえる結果はそれほど大きな数を含むものでないことは明らかである。このように，人間

の行動の連鎖とし、う問題と認知限界の問題とを考慮することで，ブルーム理論はより精般化さ

れると期待されえる。

(注〉 この問題については最後の節でもっと詳しく取り上げている.
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以上のとおり，ブルームの期待理論は評価すべき点だけでなく，解決すべき多くの問題点を

も持っているわけである。

3. 認知的比較理論

認知的アプローチのもう一方の柱が，認知的不協和理論・公平理論といった理論で、ある。こ

れらの理論は二つの「認知j の関係が人間行動にいかなる影響を及ぼしているかを研究対象と

している。これは，期待理論が「期待」といった形をとっている認知と「誘意価J という形を

とっている人間の情動とのこつの異なる認知の要素と人間行動の関係を取扱かっているという

面からみるならば，閉じ認知系アプローチであってもその研究の対象は異なっている。

認知的比較理論では二つの認知に矛盾が生じており，その認知がその個人のパーソナリティ

において重要性を持つ場合，こうした矛盾が不快を生じさせ，この不快が行動の原動力となる

としている。それに対して，期待理論では何故，代替選択肢の中から選択を行なおうとするか

ということは問われなし、。期待理論では，意思決定を求められる状況がその場に存在するとい

う前提がなされていることになる。このように，期待理論と認知的比較理論とで、は，その前提

となる状況が大きく異なっている。

以下では認知的比較理論の中で職務動機づけ論として特に注目をあびている公平理論につい

てとりあげてみよう。公平理論でも二つの認知の矛盾をとりあげているわけであるが，一方の

認知として給与をとりあげており，そういうことからすると，かなり特定された事象に認知的

比較を適用した理論とみることができる。

3-1 アダムスの公平理論 (Equity Theory) 

アダムスは認知聞の不協和の中でもとくに人聞が認知聞の不協和により不公平を感じて不快

となる場合に焦点をあてている。しかし，公平理論は認知的不協和理論を基に提唱されたもの

ではなく，ホーマンズの交換理論すなわち「社会的関係において人聞は自己の提供したものと

他者から受けとるものとが均衡状況にあれば，その社会的関係は続けられるが，不均衡状況で

あればそうした関係は継続されなL、」といった理論的流れをくむものである。簡単に言えば，

人間関係の継続はギプアンドテイクによって成立しえるということである。公平理論ではこう

した均衡関係・不均衡関係が職場の動機づけにどのように関係しているかという点を扱かつて

いる。

それでは，公平理論の内容を簡単にまとめてみよう。

社会的な交換関係が公平であるか不公平であるかを知覚するためには二つの要因の比較が必

要となる。この二要因とは交換関係に投入したものの総称とその交換関係から得たものの総称

とである。アダムスはこれをインプット(lnputs) とアウトカム (Outcomes) という用語を
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用いている。ゆえに，インプットとは学歴・知能・経験・訓練・技能・先任権・年齢・性別・

人種的背景・社会的地位・職務に対する努力，さらにはその人の容貌や魅力・健康・ある道具

の所有・配偶者の特徴などを意味している (Adams， 1965, p 270~277)。但し， その個人が

当該交換関係において重要 (relevance) であると認知 (recognition) されているものだけが

ここでいうインプットの要素となる。

つぎに，アウトカムとは給与・内的報酬・満足し、く監督・先任権の利益・福利厚生・職務地

位やその地位のシンボル・公式非公式に是認された多様な報酬(高い地位の人だけに許可され

た駐車場の権利〉といった正のアウトカムと，劣悪な作業条件・単調性・不安定な運命・ハー

ツパークマの述べた不満足要因といった負のアウトカムとからなっている (Adams， 1965, p278)。

このアウトカムはインプットと同様に，交換関係において重要性があると認知されたならアウ

トカムとなるという点で主観的な側面が入り込んできている。

そして，このインプットとアウトカムの比率を自己 (Person) と他者 (Other) とで比較す

るわけで， r自己 (Person) は公平・不公平が存在している個人であり，他者 (Other) はその

自己 (Person) と交換関係にある個人，あるいは自己 (Person) が比較する対象となる個人J

(Adams , 1965, p280) を意味している。

こうして，自己と他者のアウトカム対インプット比率とを比較して，両者の比率が等しくな

い場合，自己は不公平な関係にあると知覚することになる。アダムスは，この不公平な場合の

関係を以下のような式に表わしている。

。一。αη一、 Oα
ーと<ーー または 一旦>一一
1 p '-1α (1) .... ，~.~ 1 p /' 1 a (2) (Adams, 1965, p280~281) 

この式からわかるように，不公平は報酬が他者と比べて低い場合だけではなく，報酬が他者

と比べて高い場合でも不公平を知覚するとしている点が，一般的な考え方と異なる点である。

いずれにしても，不公平は不満足・不快を伴なうわけで，自己 (Person) はこの不公平を解消

するように動機づけられる。

そして，この不公平を解消する方法として 6 つの方法がアダムスによって提示されている

(Adams, 1965, p283~p296)) 。

①自己のインプットを変えるO

上述したようなアウトカム対インプット比率の不均衡が成立している場合，まずは自己のイ

ンプットまたはアウトカムを増大しようとする。 Op/lp>Oa/Iα(過報酬条件〉の場合，努力

よりも報酬が多いと感じるわけで，ここではインプットをアウトカムに応じるように増大させ

ようとする。このインプットの増大は先に述べたインプット要因のいずれかでなされる。

例えば，時間給条件で、は生産性と増大させたり，出来高給条件では生産増は報酬(アウトカ

ム〉の増大となるので，生産の質の改善を行なうといった行動がとられる。

また Op/lp<Oa/Iα(低報酬条件〉の場合では，インプットを減少させようとするわけで，

生産制限などがなされる。
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②彼の結果(アウトカム〉を変える。

第二の不公平解消の方法は，アウトカムを増減させることである。過報酬条件では報酬を減

少させるよう働きかけたり，低報酬条件では組合が賃金上昇を要求したりするようにアウトカ

ムの増大をはかろうとする。

③自己のインプットとアウトカムの認知をゆがめる。

第一・第二の方法は実際のインプットやアウトカムを変化させて公平感を達成するのに対し

て，こうしたことが困難な場合はこれを認知的にゆがめることで不公平を解消しようとする。

④その場を離れる。

以上のような解消手段がとれない場合，我々はそうした社会関係を断ち切ろうとする。職務

をやめたり，転職したりあるいは欠勤といった行動がこうした方法の現われである。

⑤他者に対して働きかける。

第五の方法は，他者のインプットやアウトカムを変更させたり認知的にゆがめたり，さらに

は彼が離職するように働きかける。他人のインプットやアウトカムを実際に変更させることは

容易で、はないだろうが，認知的にゆがめる方法は我々が一般によく利用する方法である。自己

についての認知は，自分が熟知しているわけで，その認知をゆがめることはそう容易なことで

はない。しかし，他者の認知については不明瞭な部分が多いので，主観的かつ合理的に認知を

ゆがめることは容易なことである。ゆえに，この方法が現実には最も多く用いられているもの

と考えられる。

⑥比較の対象を変化させる。

第六の方法は比較の対象を変化させることによって，公平を達成しようとする方法である。

比較は認知的プロセスとしてなされるわけであるから，これも認知的な変化による不公平解消

のひとつである。 A氏との比較では不公平を感じるが， B氏との比較では公平感を得られるな

ら，人々はA氏よりも B氏により接近することで，その結果不公平を解消する。但し，交換関

係が直接的な場合，この方法の採用は困難となる。

不公平を解消するために以上のような方法が考えられるが，どういう状況下でどの方法が選

択されるのかについてはまだ十分に説明し難い段階であるし，そうした研究結果も存在しない

とアダムスは述べている (Adams， 1965, p296) 。

以上の不公平解消行動をまとめてみると，まず，不公平を実際に解消しようとするかそれと

も認知的にゆがめることで公平感を得ょうとするのかといった区別がある。第二には自己の各

要因に働きかけるか，それとも他者の各要因に働きか 表 1 不公平解消行動のまとめ

けるかによって解消行動は異なってくる。第三には，

それが過報酬条件なのか低報酬条件なのかによっても

その解消行動は大きく異なる。

これをさらにまとめてみると表 1 のとおりになる。
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(数字は上述してきた解消行動を示す〉
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この表にさらに過報酬・低報酬の場合と，インプットの変化かアウトプットの変化を加えると

完全な不公平解消行動のレパートリーが完成する。

このようにして，不公平が解消されると人々はそうした社会関係を維持しようとすることに

なる。

3-2 公平理論の意義と問題点

アダムスは前述してきた仮説を実証的に検証したわけで、あるが，アダムス以降の実験・フィ

ールド研究がこうした公平理論を支持するものかどうかについてキャレルとディトリッヒはま

とめている (Carrell & Dittrich, 1978)。

彼らは公平理論を三つのテーマに分析した。

その第一は，ある個人が自己と他者のインプットとアウトカムを比較して，不公平な場合に

は認知的不協和を感じるという点で、ある (Carrell & Dittrich, 1978, p203) 。 すなわち，公

平一満足・不公平一不満足といった関係が成立しうるかどうかである。この関係についてはほ

とんどの実験はこの関係を支持していると彼らは述べている。

第二のテーマは「人々は自分の業績を変化させることで不公平を解消しようとするJ(Carrell

& Dittrich, 1978, p204) という点である。例えば，時間給で低報酬条件では人々は仕事量を

減少させて公平を達成しようとするし，同じ条件でも出来高給では仕事の質を悪化させようと

するといったことである。こうした点に関しては，過報酬状況下においては多少論争が残って

いるものの，実験研究の大半はこれらの結果を支持している。

第三のテーマは公平についての知覚の問題である (Carrell & Dittrich, 1978, p205)。個

人がある状況を公平と知覚するかどうかはその人の知的レベル，社会的宗教的価値感，性別な

どに影響されることを明らかにしている。さらに，これらの研究は，公平・不公平を知覚する

際にアダムスの理論にあるように特定の個人を対象に比較するのではなく，個人の価値感の中

に位置づけられ，社会的に導き出されたアウトカム/インプット比率との比較においてなされ

ることを明らかにしている。

このように，アダムスの理論はそれ以降の多くの実験によって支持されているわけであるが，

それらは主として実験室実験によるものであってフィールド研究は未だ十分ではないというこ

とをキャレルらは指摘している。

それでは，公平理論を職務動機づけといった観点から見るならば，どのような意義が見い出

せるであろうか。

まず，第一に職務における満足・不満足を公平理論では認知聞の不協和として生じると仮定

している点である。従来の満足・不満足は欲求の充足状況として定義されてきたが，認知聞の

相違が不満足をもたらすとする考え方は認知的アプローチから導かれたひとつの発見である。

公平理論では比較するこつの認知を自己のアウトカム/インプット比率についての認知と，他
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者についてのアウトカム/インプット比率についての認知ということで特定した認知のみを取

扱かっているが，この比較しえるこつの認知は現実にはもっと広がりをもったものとして促え

ていくこともできる。フェスティンガーの認知的不協和理論は，こうした認知の範囲を広げた

ものとして展開されているといえる。

自己と他者のこうした比率を比較するだけではなく，一方の認知を個人が職務遂行の結果と

して期待したアウトカム/インプット比率として，他方の認知を現実に発生した比率とした場

合も，公平理論が示してきたことは当てはまる。

個人の期待がどのように形成されるかは，その個人の学習及び社会的学習による。自己の経

験のない分野に関しては，社会的な学習が期待形成に大きなウェイトを持っているであろう。

社会的学習は他者の行動の知覚などによって形成されるものであるから，アダムスの述べた他

者のアウトカム/インプット比率の認知とは期待の原初的形態のひとつと考えることができる。

ゆえに，このような観点に立っと，同じ認知的アプローチであってもほとんど関連性のなかっ

た期待理論と公平理論とを結び、つける糸口が見い出される。すなわち，期待理論ではある行動

案の選択までの認知的プロセスを説明しているのに対して，公平理論ではこうした行動案を実

行した結果としてどのような認知的過程あるいは行動が伴なうかを説明しているのであって，

この両理論を結ひ、つけることで体系的な認知的過程の説明が可能となる。

第二の公平理論の意義は，不公平が不満足を生起させると，人間はこの不満足を解消しよう

と行動するわけであるが，こうした行動を理論的に整理したことである。

但し交換理論と不協和理論とを結合させると，人間は互いに公平な関係にある社会的関係は

それを維持するように働きかける一方で，不公平(不協和)な関係については公平(協和〉な

関係を達成するような行動を起こすことになる。要するに，均衡のとれた満足のし、く関係へと

人聞は動機づけられるとし、う基本的な枠組みが前提となっているわけで、，人間は何らかの不均

衡を解消としようとするところに行動が生じるとする均衡概念に基づいた動機づけの説明とな

る。ゆえに，こうした考え方の下では冒険的・桃戦的な内容を含む行動はこの説明概念には含

まれない。

以上のように，公平理論は満足・不満足を従来の欲求アプローチでは説明しえない新たな認

知的説明概念として論じたという点では重要な意義を持っているが，人間行動あるいは職務行

動をトータルなものとして説明しようとするならばその適応範囲は限られている。

4. 職務行動における認知的アプローチの再構築

前節までで期待理論と公平理論の内容とその意義及ひ、問題点について述べてきたわけである

が，いずれの理論も人間行動全体を認知的プロセスで、表現した場合，ある部分的プロセスを説

明しているにすぎなし、。多くの認知理論が社会心理学レベルで、論じられており，そうした理論
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に基づき職務動機づけ論の中でも理論が展開されてきているが，各理論は特に関連性をもって

いない。故に，ある部分的な説明としては妥当性を持っていても人間行動の全体的視点からは

どうなのかといった視点が欠如しているのが現状である。以下では，期待理論・公平理論を人

間行動の全体像からみるならば，どのように位置づけたら良いのかについて論じていく。

以下の人間行動の全体プロセスを表わした図 1 からみるならば，期待理論は自己の認知構造

から行動を生起させる指針となる目標を設定するという部分プロセスを説明していることにな

る。公平理論は，実績と結果とをつきあわせて，それが行動目標にどのように影響するのかを

説明している。とくに，自己の実績とそれに伴なう報酬とが他者のそれと比べてどうかを公平

理論では強調してきたわけである。このように，期待理論・公平理論とも認知と行動との関係

を説明してはいるが，認知構造がこうした行動とどのように関わっているかについてはブラッ

クボックスとされている。例えば，期待理論では誘意価・期待といったものはある個人の中で

既に存在しているといった前提で理論展開が行なわれているし，公平理論では自己と他人のア

ウトカム/インプット比率がどのように引き出されるのかという点は不明瞭である。

行動(実績)

図 1 人間行動モデル

職務動機づけの認知的アプローチで最も欠如しているのが外的刺激がどのように知覚され，

それらが認知内でいかに体制化されていくかという点である。以下ではまずこの点について具

体的に述べてみたい。

まず，認知構造内には全く異質の認知が存在している。それは情動系認知と知織系認知であ

る。ブルームの言う誘意価は情動系認知を示しているし，期待・道具性は知織系認知の中の一

部分である。すなわち，情動系認知とはある知識系認知に対して快・不快などのどういった情

動が伴なうのか，さらにはその強きの程度を表わしている。好き嫌い，満足・不満足，恐怖・

快楽といった情動がある認知には必ず伴なっているのが普通である。

こうした情動系認知が形成される過程には三つのものが考えられる。その第一は欲求によっ

て喚起される情動である。ある欲求の希求度が強ければ，その欲求を充足させる対象に正の情

動が付与されることになる。例えば一人で寂しい思いをしている人は寂しさを感じていない人
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よりも他人に対して親しさをより強く感じることになるであろう。しかし，これはその欲求が

充足させられると好ましいというその情動は弱くなるわけで，そうした観点からみるならば，

一時的流動的な情動を形成している。

第二の情動的認知形成プロセスはレスポンデント条件づけによって説明される。これは過去

の経験を通じて，ある情動がある対象に付与される。楽しい経験の状況下で提示された対象に

対しては正の情動が付与されるし，それとは逆の場合には負の情動が付与される。このように

して形成された'情動は強化されたり消去させられたりするわけであるが，強化されていくと，

それはその個人の永続的な情動パターンが形成される。

さらに第三番目は社会的学習である。個人的経験の範囲は限られたものであるから，他人の

行動の観察や他人・マスコミなどからの話や映像を通じて多くのことを学習する。その際，そ

れらの学習に伴って情動をも学習している。このことにより，我々は初めて出会う事象に対し

でも，接近か回避かの意思決定をすることができるわけで、ある。逆に，我々は実際に体験する

前から多くの認知を有しており，それらが偏見となってしまうこともある。

こうした情動形成プロセス以外に，我々は生得的に情動を有する場合もあるO 暗やみや未知

のものに対して人々は不安や恐怖を感じたりするが，これは経験的に形成されたというよりも，

全ての人が生得的に持つ情動傾向である考えられる。

以上のようなプロセスを経て，大人になると我々はほとんどの対象に対して何らかの情動的

傾向を付与していることになる。

つぎに知識系認知で、あるが，これは「あ・い・う」といった文字からはじまるさまざまな知

識，行動と結果との関係についての知識あるいはパターン認識などを含む。いわゆる我々が

「記憶」しているものを表わしているO ニれらは全て個人的学習・社会的学習を通して個人の

認知構造内に蓄積されていく。

こうした知識系認知の学習は自己以外からのさまざまな刺激として与えられる。 rこれはコ

ンピュータです」といった単なる知識から，他人の行動がどうし、う結果を生来したかといった

ことまで，これらは何らかの刺激として入ってきて個人に知覚される。自分の行なった行動及

びそれに伴なう結果も，個人にとっては外的刺激であるから，これらは全て刺激として知覚さ

れる。これらの刺激は客観的にそのまま知覚されるわけではなく，その個人の持つ認知構造に

適合する刺激を知覚する傾向にあるから，同じ状況にいてもその知覚される刺激は同様ではな

い。さらに，これらの知覚された刺激は解読 (Decode) すなわち意味づけがなされるわけで、，

これもその個人の認知構造に影響される。公平理論が述べている公平と感じるかそれとも不公

平と感じるかは，まさにこの刺激の意味づけによるものなのである。故に同じ状況でも不公平

と感じるかどうかは個人的に大きな差異が生じる。このようなプロセスを経て人聞はさまざま

な刺激を知覚し意味づけ，そして知識系認知を構築してし、く。

以上のような観点にたつならば，期待理論・公平理論といった認知的アプローチは，欲求系
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-行動系アプローチを包摂した統合的な理論とみなすことができる。しかし，期待理論・公平

理論はこうした背景については特に問題とはしておらず，認知構造がすでに存在しており，そ

れに基づいた理論展開がなされている。故に，行動についての説明はできるが，職務動機づけ

といった視点からみた場合，どの要因に働きかければよいのかといった答えが得られないので

ある。

つぎに，何故行動を生起させる目標設定がなされるのかとし、う問題がある。公平理論では不

公平感の存在，すなわち認知の食い違いがその解消行動を生起させるとしているが，期待理論

では行動の原動力については捨象されている。逆に，ハウスなどの期待理論では行動の原動力

よりも，どのような報酬が提供されるのかといった誘因によって行動は生起させられるという

前提にたっている。しかし，こうした報酬の誘意価は各人の情動的認知構造によって評価され

るわけであるから，行動の動機づけ要因と誘因となる報酬とは切り離すことのできない関係に

ある。

とくに，内的報酬を目的とするか外的報酬を目的とするかで職務行動はその意味が全く異な
〔注)

ってくる。内的報酬にウエイトがおかれる場合は，目標となる行動そのものの遂行あるいはそ

の目標の達成が内的満足感を提供する。それに対して，外的報酬の場合は，目標達成に伴なう

報酬を目的とするわけで、，行動遂行そのものはその報酬を得るための手段となる。

こうした報酬の区別またその報酬の誘意、価はその行動を遂行することになった原動力と大い

に関連している。生理的・心理的不均衡の解消を原動力とする行動では，そうした不均衡の解

消が報酬となる。生理的不均衡の解消の場合には，給与により必要な物を購入するということ

で外的報酬が目的とされるであろう。つぎに，心理的不均衡の解消は内的報酬を目的とはする

もののそれは何らかの不快の解消にすぎない。公平理論は，まさにこの部分を説明しようとし

たわけで、ある。

それでは，不公平感を解消したならば，人々は満足を得てその公平感を維持するように職務

行動に従事するのだろうか。公平感の獲得がなされたとしても，人聞は自我欲求を充足しよう

とする限りにおいて，従業員はそうした状況に満足し続けることはない。そこでは，自らが行

動の中心となり環境をコントロールしようとする行動がとられるであし、ぅ。これは純粋に内的

報酬のみを期待した行動なのである。

このように，行動の原動力を考えるならば，公平理論が人間行動のある部分しか対象にして

いないということ，期待理論の誘意価すなわち報酬の魅力はこうした原動力と大きな関連性を

持つということがわかってくる。

以上のように， トータノレな人間行動モデルから期待理論・公平理論をみるならば，それらは

人間行動のある限られた部分しか説明していないことになる。職場における動機づけを考える

(注〉 ブ、ルームの期待理論では内的，外的報酬の区別はないが，ブルーム以降ポーター・ローラー，ハウ

スなどはこうした報酬を区別している。
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場合，そこにはし、ろいろな要因が持ち込まれているわけで，限定的な動機づけでは十分にその

効果は得ることはできない。何故ならば，ある観点からは望ましい動機づけ方法であっても，

他の要因によりその効果は打き消されてしまうかもしれないからである。ゆえに我々はトータ

ルな視点から職場で、の動機つやけを考えていく必要がある。

そうした観点からみると，期待理論・公平理論は欲求系・行動系アプローチで展開された視

点を持たねばならなし、。また認知系アプローチは，認知がどのように構築されるのかといった

部分に注意を払わねばならないで、あろう。
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